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令和 3 年度委託研究事務処理説明書 補完版（以下、本補完版という）について 

 

●未来社会創造事業 探索加速型・大規模プロジェクト型の具体的な事務処理については、原則とし

て、戦略的創造研究推進事業・未来社会創造事業の委託研究契約に係る書類（事務処理説明書・様式

等）を使用していただきますが、一部取扱が異なるため、本補完版において、未来社会創造事業固有

の取扱い等について補足します。 

 

●委託研究契約に係る書類は以下に掲載しております。報告書等の作成等に当たっては、必ず下記Ｕ

ＲＬからダウンロードの上、所定の電子ファイルをご使用ください。 

https://www.jst.go.jp/contract/index2.html 
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A. 事務処理説明書 共通版との違い 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ここでは、「委託研究事務処理説明書 共通版」に 
かかわる内容で事業固有の取扱いを掲載します 
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委託研究事務処理説明書の見方 

 

●委託研究事務処理説明書は、経理契約等共通の事項を「共通版」に記載し、共通版との取扱いの違

いや事業固有のルールがある場合は、それらを「補完版」に記載しています。 

●共通版のページ下段に、補完版がある事業名（略称）を並べたアイコンを置いています。アイコン

の事業名（略称）の横には、ページ内のどこで差異が生じたか確認するための項番を記載しています。 

「補完版」をご覧になる際には、「共通版」に記載の差異箇所をあわせてご確認ください。 

●補完版がある事業は、共通版と補完版を合わせて「事務処理説明書」とします。 

●補完版と共通版の間で差異が生じる場合は、補完版の定めが優先されます。 

 

 

❍事務処理説明書 共通版 大学等 

https://www.jst.go.jp/contract/download/2021/2021a301manua.pdf  

❍事務処理説明書 共通版 企業等 

https://www.jst.go.jp/contract/download/2021/2021c301manua.pdf  

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jst.go.jp/contract/download/2021/2021a301manua.pdf
https://www.jst.go.jp/contract/download/2021/2021c301manua.pdf
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 事務処理説明書 共通版との違い 

 

契約締結にあたっての留意事項 

ＪＳＴが雇用する研究者等について 

共通版の記載内容 大学等： 13 ページ 企業等： 13 ページ 

（８）研究成果最大化のための対応 

委託研究を円滑かつ効果的・効率的に推進し、より成果をあげるため、硬直的な運用にならないよ

う配意をお願いします。  

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

ＪＳＴが雇用する研究者等について 

1)研究者等の処遇 

・ＪＳＴで研究者等を雇用し研究機関に配置している場合には、当該研究者等が研究実施および日常

生活で不利益を被らないよう、研究機関にて措置してください。 

・具体的には、研究所・研究室の入退出に係るセキュリティカードの付与、図書館・駐車場・コピー

機等の使用許可、所内ＬＡＮの付与等が考えられますが、その他処遇面や厚生面についても便宜を図

られますようお願いします。 

2)研究機関への連絡 

・ＪＳＴが研究者等を雇用し研究機関に配置する場合は、研究担当者を経由するなどして研究機関へ

連絡します。 

 

 

特許関連経費の取り扱い 

共通版の記載内容 大学等： 52 ページ 企業等： 該当なし 

大学等 

注）特許関連経費の取扱い：本事業では、「特許関連経費（出願料、弁理士費用、関係旅費、手続き

費用、翻訳費用等）」については、間接経費での計上を原則とします。 

上記について、以下のような制度固有の取扱いがあります。 

 

本事業では、「探索加速型・大規模プロジェクト型における大学等の国内出願」及び「大規模プロジェ

クト型における大学等の外国出願」に限り、研究期間内に特許権取得が見込まれる成果に係る特許関

連経費について、直接経費からの費用計上を可能としています。特許関連経費は権利化までの経費を

指し、権利化後に発生する経費については計上できません。 

特許関連経費を直接経費から計上する場合、研究機関は所定の様式により、原則として特許出願前ま

でに申請を行い、ＪＳＴの承認を受ける必要があります。 
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研究成果に係る知的財産権の基本的な考え方 

共通版の記載内容 大学等： 62 ページ 企業等： 60 ページ 

III． 知的財産権の管理について 

 １．研究成果に係る知的財産権の基本的な考え方 

研究成果に係る知的財産権は、委託研究契約書に定める事項が遵守されることを前提に研究機関に

帰属することとなります。 

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

未来社会創造事業については、知的財産マネジメントの基本的な考え方を「知的財産マネジメント基

本方針」にまとめて記載しております。研究開発代表者や主たる共同研究者は、当該基本方針を必ず

確認し、遵守するようにしてください。 

https://www.jst.go.jp/contract/download/2021/2021mirais305manua.pdf 

 

 

研究機関に帰属した（ＪＳＴとの共有でない）知的財産権について 

共通版の記載内容 大学等： 64 ページ 企業等： 該当なし 

①ＪＳＴへの事前申請が必要な場合 

申請事由 様式 提出期限 

移転を行うとき  知的財産権移転承認申請書 

（知財様式３） 

移転前 

専用実施権等の設定等を行うとき  専用実施権等設定・移転承認申請書 

（知財様式４） 

設定・移転承諾前 

 

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

申請事由 様式 提出期限 

移転を行うとき 知的財産権移転承認申請書 

（知財様式３） 

移転前 

専用実施権等の設定等を行うとき 専用実施権等設定・移転承認申請書 

（知財様式４） 

設定・移転承諾前 

特許関連経費を直接経費で支払う

とき※ 

直接経費の特許関連経費への充当

申請書 

（知財様式（直接経費充当申請）） 

特許関連経費発生前 

※本事業では、「探索加速型・大規模プロジェクト型における大学等の国内出願」及び「大

規模プロジェクト型における大学等の外国出願」に限り、研究期間内に特許権取得が見

込まれる成果に係る特許関連経費について、直接経費からの費用計上を可能としていま

す。 

特許関連経費を直接経費から計上する場合、研究機関は所定の様式により、原則として
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特許出願前までに申請を行い、ＪＳＴの承認を受ける必要があります。 

注）本申請書（知財様式（直接経費充当申請））を提出した場合においても、間接経費の

場合と同様に各種申請/通知（知財様式 1～4）は行ってください。 

 

 

研究機関に帰属した（ＪＳＴとの共有でない）知的財産権について 

共通版の記載内容 大学等： 64 ページ 企業等： 62 ページ 

①ＪＳＴへの事前申請が必要な場合 

第三者に知的財産権の移転又は専用実施権等の設定若しくはその移転の承諾（以下「専用実施

権等の設定等」という。）を行う場合、研究機関は所定の様式により予め申請を行い、ＪＳＴの承

認を受ける必要があります。ただし、合併又は分割により移転する場合及び次の a.から c.に該当

する場合は、以下②の通知のみとすることができます。 

 

     a．研究機関が株式会社である場合で、研究機関がその子会社（会社法(平成１７年法律

第８６号)第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（会社法第２条第４号

に規定する親会社をいう。）に移転又は専用実施権等の設定等をする場合 

     b．研究機関が承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移

転の促進に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者

（同法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１1

条第１項の認定を受けた者）に移転又は専用実施権等の設定等をする場合 

     c．研究機関が技術研究組合である場合で、研究機関がその組合員に移転又は専用実施

権等の設定等をする場合 

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

ＪＳＴへの事前申請が必要な場合にて、a.の取り扱いはせず、以下取り扱いとなります。 

「研究機関が、合併若しくは分割し、又は第三者の子会社となった場合（研究機関の親会社が変更し

た場合を含む。）は、ＪＳＴに対してその旨を直ちに通知してください。」 

 

ＪＳＴに帰属した知的財産権の研究機関への譲渡について 

共通版の記載内容 大学等： 67 ページ 企業等： 65 ページ 

（６） ＪＳＴに帰属した知的財産権の研究機関への譲渡について 

ＪＳＴに帰属することとなった知的財産権について、研究機関が譲渡を希望する場合に、以下の条

件を充足できればＪＳＴは研究機関に譲渡することができます。 

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

（追加） 

ＪＳＴ所属の発明者（機構発明者）の持分に係る知的財産権の取扱い 
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・機構発明者の持分(ＪＳＴが承継予定の部分を含む)について、研究機関が希望する場合、委託研究

契約書に定める事項に従うこと及び機構発明者の合意が得られることを前提に、当該持分を研究機関

へ承継させることができます。ただし、当該同意を得るための機構発明者との協議並びに必要な措置

は、研究機関自らで行うものとし、機構発明者に不利益が生じないよう、承継の対価等に関する条件

（実施補償金等）については研究機関発明者と同等としてください。 

・研究機関への承継にあたっては、機構発明者本人からＪＳＴに対し権利不承継を求める手続きが必

要ですので、研究機関より機構発明者に直接相談してください。 

・機構発明者の持分について研究機関が承継を希望しない場合、あるいは承継の対価等に関する条件

について機構発明者との合意が得られない場合、機構発明者に係る持分は、ＪＳＴが機構発明者から

全部を承継することがあります。 

 

知的財産管理に関する様式 

共通版の記載内容 大学等： 85 ページ 企業等： 該当なし 

知財様式１   知的財産権出願通知書・知的財産権設定登録等通知書 

知財様式２   知的財産権実施通知書 

知財様式３   知的財産権移転承認申請書 

知財様式４   専用実施権等設定・移転承認申請書 

上記に制度固有の取扱いとして、以下を追加します。 

 

知財様式（直接経費充当申請） 
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B. 補足事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ここでは、大規模プロジェクト型の概要、 
固有の取扱いを補足説明します 
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 「未来社会創造事業大規模プロジェクト型」について 

未来社会創造事業大規模プロジェクト型の特徴 

未来社会創造事業大規模プロジェクト型では、科学技術イノベーションに関する情報を収集・分析

し、現在の技術体系を変え、将来の基盤技術となる技術テーマを文部科学省が特定し、その技術に係

る研究開発に集中的に投資して技術実証研究を行います。 

創出された新しい基盤技術を速やかに社会実装につなげるとともに民間投資の誘発を図るため、早

期からの企業の参入を推奨し、第１のステージゲート評価の段階で、以後の研究開発における「資金

導入を求める対象機関（以下、「資金導入対象機関」という。）」から所定の規模の自己資金導入がある

ことが表明されていることが必要です。資金導入対象機関の所定の規模の自己資金導入がない場合に

は、研究開発課題の早期終了（中止）の措置をとることがあります。 

 

 

＜図：大規模プロジェクト型の研究開発の流れ＞ 

 

大規模プロジェクト型では、第 1 のステージゲート評価実施の年度末までの期間を「ステージ１」、

その後第 2 のステージゲート評価実施の年度末までを「ステージ２」、その後最終年度までを「ステ

ージ３」と呼びます（原則として４年度目と７年度目にステージゲート評価を実施します）。 

大規模プロジェクト型は研究開発代表者をプログラムマネージャー（PM）と呼称します。PM は、

自らが指揮する研究開発課題及び研究開発体制全体に責任を持ち、その進捗管理・指導等を行い、目

標の達成に向けて研究開発を推進します。 
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 資金導入対象機関からの自己資金導入について 

大規模プロジェクト型では、創出された新しい基盤技術を速やかに社会実装につなげるともに民

間投資の誘発を図るため、第１のステージゲート評価を経てステージ２に移行する段階で、以後

（原則として 5 年度目から）の研究開発において「資金導入対象機関」からの所定の規模の自己資

金導入を求めます。資金導入対象機関からの所定の規模の自己資金導入が確保できることが示され

ない場合、総合的な評価結果によって、研究開発課題の早期終了（中止）や委託研究開発費の調整

等の措置を行います。 
 

 

自己資金導入実施に係る覚書の締結 

当該研究開発に参画し、自己資金導入を行う資金導入対象機関は、原則「覚書」をＪＳＴと締

結することによって、以下の事項をＪＳＴに対して誓約するものとします。「覚書」の締結は、自

己資金導入開始年度前にＪＳＴより依頼いたします。また、資金導入対象機関は、共同知財協定

を締結し遵守する必要があります。 

・自己資金導入が所定の規模に満たなくなった場合には、ＪＳＴ及び PM の指示に従い研究開

発計画の見直しを実施すること。 

・自己資金の支出状況を報告すること。 

・自己資金の支出に係る帳票・帳簿・証拠書類を作成・保存すること。 

・当該帳票・帳簿・証拠書類の閲覧・調査に協力すること。 

 

自己資金導入を求める対象機関（資金導入対象機関） 

株式会社、持分会社、有限会社等の民間企業。及び一般社団法人・一般財団法人・公益社団

法人・公益財団法人とします。 

 

所定の規模の定義 

年度あたりの総研究開発費（JST からの委託研究開発費（直接経費＋間接経費）及び資金導入

対象機関からの自己資金導入）の 20%以上とします。 
 

資金導入対象機関からの自己資金導入※

ＪＳＴからの委託研究開発費（直接経費＋間接経費）＋資金導入対象機関からの自己資金導入

＝２０%以上 

 

※課題全体として総額の 20%以上の規模であれば良く、全ての資金導入対象機関からそれぞ

れ 20%以上の支出を求めているものではありません。 

 

自己資金の執行について 

自己資金とは、大規模プロジェクト型において、資金導入対象機関が研究開発の実施にあたり、

自主財源をもって自ら支出する研究開発費（間接的な研究開発経費は含みません。）を指します。

大規模プロジェクト型の研究開発を直接的に推進する自己支出や、大規模プロジェクト型の研究
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開発の加速、補完に密接に貢献する自己支出を自己資金として計上することができます。 

自己資金については、その財源は公的研究費ではありませんが、国の事業として行われる研究

開発支援プログラムにおいて、公的研究費が配分される条件となっておりますので、その執行に

際しては、事務処理説明書「Ⅱ．6．直接経費の執行」に準じた取扱いをしていただく必要があ

ります。 

 

自己資金の対象 

・事務処理説明書「Ⅱ．5．委託研究の予算科目」において、直接経費として計上が可能とし

ている経費については、原則自己資金として計上することができます（「直接経費で計上した

不(非)課税取引」にかかる消費税等相当額は対象外）。 

・委託研究開発費として支出した経費に関して、予算超過を理由に自己負担する額についても、

自己資金として計上することができます（ＪＳＴに所有権が帰属する固定資産は対象外）。 

・委託研究開発費(直接経費)では支出が認められていないものを含め、以下に挙げる経費は、

自己資金として計上可能です。 

・ただし計上する全ての経費について、当該支出が証拠書類等により確認できる額を計上して

ください。 

 

【計上できるもの】 

○特許経費（出願、登録、維持に必要な費用）、研究開発成果の権利化等に係る経費 

○資金導入対象機関が所有する資産に対する改造費 

○資金導入対象機関から大学等への共同研究費または寄付金（ただし、大規模プロジェクト

型の研究開発に直接貢献する研究開発内容であることが必要） 

共同研究費を自己資金として計上するためには、原則として以下の条件に合致することが

必要です。 

（ⅰ）大規模プロジェクト型の研究開発期間内かつ自己資金導入期間内に支出されるこ

と 

（ⅱ）大規模プロジェクト型に係る研究開発に使用する目的で支出されること 

（ⅲ）支出年度毎に計上すること。但し、共同研究契約書で年度を跨って期間が設定さ

れている場合には期間按分で計上すること。 

（ⅳ）大学等側の契約者は研究者個人ではなく、あくまで機関対機関として締結された

ものであること 

（ⅴ）包括契約の場合には、支出金額の内のいくらが大規模プロジェクト型の研究開発

に使用されるのかわかること 

上記に該当しない共同研究費については、ＪＳＴ担当者にご相談ください。 

○資金導入対象機関が所有する機器の利用料（資金導入対象機関において、機関所有の機器

を外部に使用させる規定がある場合） 

・本事業の研究開発に使用された実時間（割合）に基づきます。 

 

（注）資金導入対象機関に従来から雇用されている研究者の人件費を計上する場合は、以
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下のとおりとしてください。 

・本事業の研究開発に従事した実時間（割合）に基づきます。企業等が独自に設定して

いる予定工数による人件費をそのまま企業負担分として計上、報告することは認めら

れません。 

・計上可能な項目については、扶養手当・時間外勤務手当・家賃補助・通勤手当・勤務

地加算を含む諸手当、健康保険・介護保険・厚生年金・企業年金・雇用保険・児童手

当拠出金・労災保険の社会保険料等、赴任旅費・赴任旅費（被扶養者）・面接にかかる

旅費・研究員募集広告（専従の場合のみ）を含む雇用時の付帯費用を対象とし、祝い

金・見舞金・持ち株奨励金等は認められません。 

・委託研究開発契約期間外に支給された給与・賞与は計上できません。 

・賞与については、賞与算定期間における全仕事時間に対する当該研究の従事時間の配

分割合実績(従事率)により算出してください。また、算定期間中の従事時間が確認で

きる資料を証拠書類として保管してください。 

 ≪例≫   

賞与支給月［支給額］：7 月［支給額 100 万円、事業主負担社会保険料等 20 万円］  

賞与算定期間［うち全従事時間］：12～6 月［1080 時間］ 

委託研究従事期間［うち委託研究従事時間］：4～6 月［500 時間］ 

 120 万円 × 500/1080 時間 ＝ 555,480 円 

 

【計上できないもの】 

○資金導入対象機関が所有する機器の減価償却費 

○事務担当者等、直接研究開発に携わらない者の人件費や、経理関係の書類の作成等につい

ての人件費等、直接の研究開発にかかる経費とみなせないもの 

○「直接経費で計上した不(非)課税取引」にかかる消費税等相当額 

 

費目 

費目は、委託研究開発費に準じ、｢物品費｣｢旅費｣｢人件費・謝金｣｢その他｣の４つの費目で整理

してください。 

 

報告書の提出 

機関毎に次に掲げる報告書等を期限内にＪＳＴへ提出してください。 

利用開始時期は第１のステージゲート評価後、原則 5 年度目（ステージ２）からとなります。 

様式 報告書の名称 提出期限等 

経理様式 

（未来 1） 

自己資金支出 

実績報告書 

・毎事業年度末、委託研究契約期間終了時 

(毎)事業年度終了後、翌事業年度の５月３１日まで 
但し、契約期間終了日が当事業年度の３月末日以外の場
合は、契約期間終了後６１日以内でＪＳＴが指定する日
までに提出 
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プログラムマネージャーは、事業年度末、研究開発終了時にＪＳＴに対して「自己資金導入状況

確認報告書」(経理様式(未来 2))を作成・提出することが義務づけられており、当該状況について

は、各参画機関がＪＳＴに提出した支出実績(精算額)で作成いただく必要があります。 

参画機関の研究開発担当者および事務担当者は、 

・自己資金の執行・執行計画に遅れが生じる可能性 

・自己資金の執行超過の可能性および金額 

等について、プログラムマネージャーに対し、密な情報提供をお願いします。また、経理様式(未

来 1)の情報は必ずプログラムマネージャーに提供してください。 

 

プログラムマネージャーは、次に掲げる報告書を期限内にＪＳＴへ提出してください。 

様式 報告書の名称 提出期限等 

経理様式 

（未来 2） 

自己資金導入状況 

確認報告書 

・毎事業年度末、委託研究契約期間終了時 

(毎)事業年度終了後、翌事業年度の５月３１日まで 
但し、契約期間終了日が当事業年度の３月末日以外の場
合は、契約期間終了後６１日以内でＪＳＴが指定する日
までに提出 

 

帳簿と証拠書類 

帳簿及び証拠書類については、委託研究開発費に準じ、書類を作成・保管していただく必要

があります。研究期間終了時から最低5年は適切に保管してください。また、事務処理説明書

「Ⅱ．８．証拠書類の管理について」をご参照ください。 

帳簿及び証拠書類は定期的なJSTへの提出は求めませんが、JSTが自己資金支出実績の調査

を行う際に提出を求める場合があります。JSTの求めに応じ帳簿及び証拠書類の閲覧・調査

に対応できるよう、適切な管理・保管を行ってください。なお、機関として支出した経費の

証拠書類について、自己資金支出実績の証拠書類として原紙の保管が難しい場合は、その写

しを使用し自己資金支出実績の証拠書類として保管することも可能とします。 

 

自己資金導入の注意事項 

自己資金導入の到達状況の確認 

自己資金導入は、導入開始後、各事業年度末の精算時に支出状況及び所定の規模への到達

状況を確認します。各事業年度で所定の規模に到達するよう、自己資金の支出が求められま

す。（この場合の「自己資金の支出」とは、報告を受けJSTが認めた支出額になります。） 

 

自己資金導入が所定の規模に達しなかった場合の措置 

ある年度において自己資金導入が所定の規模に達しなかった場合、翌年度のJSTからの委

託研究開発費の減額を行います。委託研究開発費の減額は、自己資金の不足額の４倍としま

す。委託研究開発費の減額は、当該研究開発課題全体からの減額を意味し、資金導入対象機
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関の個別の委託研究契約からの減額を必ずしも求めるものではありません。 

委託研究開発費の減額は、年度途中の契約変更、あるいは年度当初配分額の調整によって

行います。この減額措置を受けた年度については、当該年度の自己資金導入が所定の規模に

到達すると共に、同一ステージ（３ヶ年）通算でも自己資金導入が所定の規模に到達するよ

うに必ず自己資金の支出を行うものとします。また、この減額措置を受けた場合、総合的な

評価によって、全期間の委託研究開発費総額を減額調整する場合があります。 

ただし、ある年度において自己資金導入が所定の規模に達しなかった場合であっても、そ

の翌年度、あるいは同一ステージ内の年度に多額の自己資金支出予定があり、同一ステージ

（３ヶ年）通算で確実に所定の規模に到達可能と運営統括及びJSTが判断した場合は、翌年

度の委託研究開発費の減額を行わない場合があります。 

複数年度連続して自己資金導入が所定の規模に到達しなかった場合、または同一ステージ

（３ヶ年）通算で所定の規模に到達しなかった場合は、当該研究開発課題全体を中止するこ

とがあります。 

研究開発期間の最終年度において、見込んでいた自己資金の所定の規模に到達しない場合

は、最終年度途中に委託研究開発費の減額変更を行い、所定の規模に到達している状態にし

ます。最終年度途中に減額変更が実施できず、翌年度の精算確認時に自己資金の不足が判明

した場合は、自己資金導入年度の委託研究契約もしくは覚書の定めに従って、自己資金の不

足の4倍の額をJSTに弁済する義務を当該研究開発課題全体で負っていただきます。 

 

自己資金導入が所定の規模を超過した場合の措置 

自己資金導入の到達状況の確認の結果、自己資金導入が当該年度の所定の規模を超過する

こととなった場合は、JSTの承認のもと、超過分をその翌年度以降の自己資金に含めること

ができます（自己資金超過分の繰り越し計上、と呼びます）。 

また、自己資金導入期間外（ステージ1）からの繰り越し計上は認めません。 
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 プログラムマネージャー（PM）の雇用、委嘱について 

大規模プロジェクト型では、研究開発代表者をプログラムマネージャー（PM）と呼称し、JST 

が雇用又は委嘱します（PM を雇用又は委嘱するのは平成 29 年度採択課題、平成 30 年度採択

課題のみ）。 PM は、自らが指揮する研究開発課題及び研究開発体制全体に責任を持ち、その進

捗管理・指導等を行い、目標の達成に向けて研究開発を推進します。研究開発課題の選定決定直

後に、PM の意向や研究機関での雇用状況を確認し、JST と調整の上で雇用契約（以下「雇用型」

という）とするか委嘱契約（以下「委嘱型」という）とするかを決定します。 

なお、令和元年度以降の採択課題については、原則として JST による PM の雇用又は委嘱を

行いません。また、雇用型 PM・PM 補佐または委嘱型 PM が交代する際、後任となる PM・PM

補佐についても、原則として JST による PM の雇用又は委嘱を行いません。 

 

雇用型 PM 

（１）雇用契約の締結 

選定された PM と雇用契約を締結することになった場合、選定決定後 6 か月以内※で可能な

限り速やかに JST との雇用契約（JST による直雇用後、原則として同日付で研究機関への在

籍出向）を締結します。 

なお、雇用契約の締結調整状況によっては PM が指揮すべき各研究開発機関との委託研究開

発契約を保留することがあります。 

（※雇用契約の調整に特段の困難がある場合、研究開発運営会議の承認の下、採用決定後１年

以内に締結することとします。） 

 

（２）雇用型 PM の条件 

雇用型 PM の条件については、次を原則とし、JST と PM の間で雇用契約を結びます。また、

在籍出向に際し、JST と出向先となる研究機関との間で委託研究契約に基づく出向協定を締結

します。 

・勤務地：JST または JST が指定する研究機関 

・任期：研究開発課題終了時まで注） 

・処遇：経験等考慮の上、JST 規定により決定致します。 

通勤手当は JST の規定に基づき別途支給。各種保険完備。 

・契約形態：単年度契約。年度ごとに JST の評価を基に契約の更新を判断。 

注）ステージゲート評価ならびに進捗把握の結果、研究開発の中止が決定した場合は決定され

た終了時期までが契約更新の限度となります。また、採択された PM による研究開発の継続が困

難な特別な事由が生じた場合などで PM を交代せざるを得ない場合は当該交代時期までが更新

の限度となります。 

 

（３）クロスアポイントメントについて 

雇用型 PM は PM 業務への専従を原則としますが、クロスアポイントメント制度を利用した
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場合には、採択時の所属機関の業務にも従事することができます。 

 

委嘱型 PM 

（１）委嘱契約の締結 

選定された PM が採択時の研究機関の所属及び身分を維持したまま、PM の兼任をする場合は、

採択後に JST と委嘱契約を締結します。 

 

（２）委嘱型 PM の条件 

委嘱型 PM の条件については、次を原則とし、JST と PM の間で委嘱契約を結びます。 

・任期：研究開発課題終了時まで注） 

・業務の頻度：JST と調整の上決定 

・処遇：JST 規定の月額謝金 

注）ステージゲート評価ならびに進捗把握の結果、研究開発の中止が決定した場合は決定された

終了時期までが契約更新の限度となります。また、採択された PM による研究開発の継続が困難な

特別な事由が生じた場合などで PM を交代せざるを得ない場合は当該交代時期までが更新の限度と

なります。 

 

PM 補佐について 

プロジェクト運営において PM を補佐する「PM 補佐」を置くことができます。PM 補佐の雇用

は、PM が雇用型の場合は PM 補佐も JST 直雇用、PM が委嘱型で研究機関の雇用・身分が維持さ

れている場合は PM 補佐も研究機関による雇用とすることとします。PM 補佐を研究機関で雇用する

場合は、委託研究費の直接経費から人件費を支出することができます。 

処遇は雇用する機関（JST または所属する研究機関）の規定により決定します。 

なお、令和元年度以降の採択課題については、PM 補佐の雇用は研究機関において行うこととしま

す。 

 


